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はじめに 

  

 第二次世界大戦後に本格的な発展を開始した電子産業は、1970 年代初めの

マイクロプロセッサーの開発、それに続くパーソナル・コンピュータ（PC）

の登場を契機として、新たな段階を迎えた。個人が大量の情報を収集・蓄積・

編集して相互にやりとりすることを可能にする、情報技術革命の進展である。

1990 年代半ば以降はインターネットと移動体通信の発展によって、情報技術

革命の波は社会のあらゆる側面に及びつつある。 

 情報技術の普及は、価格が安く、使いやすく、かつ高機能という条件を満

たす情報機器の供給なしには実現しえない1。PC・携帯端末に代表されるデ

ジタル情報機器の低価格化と小型軽量化・高機能化を可能にした最も重要な

要因は、半導体部品の高度集積化を中心とする技術革新である。これらの技

術革新の主役が米・日・欧の先進工業国であることはいうまでもない。だが

情報機器が少数の特殊なユーザーから広範な社会階層へ、そして先進工業国

から発展途上国へと普及してゆくには、不断の価格引き下げと供給能力の拡

                                                        
1 これと同時に通信部門の技術革新と効率化を通じた通信コストの引き下げが

必須であるが、これについては本研究の対象外であるため指摘するにとどめてお

こう。 
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大が必要となる。先進工業国企業はそのための方策として、組立を中心とす

る製造工程を開発から切り離し、発展途上国へ移転するという選択をとった。 

このような背景の下で 1980 年代以降、台湾・韓国などのいわゆるアジア

NIEs とマレーシアに代表される一部 ASEAN 諸国が、情報機器産業の新たな

担い手として飛躍的な成長を遂げてきた。1990 年代半ば以降は、さらに中国

が世界最大の生産基地として台頭してきている。ここではこれらの諸国・地

域をまとめて、東アジア工業化地域と呼ぶことにしよう。 

東アジア工業化地域はすでに 1960 年代から 1970 年代にかけて、先進国企

業の拠点設立、先進国企業と地場企業の合弁・技術提携あるいは地場企業に

よる模倣などを通じて家電や電子部品などの分野に参入し、電子産業の国際

分業のなかでの役割を拡大しつつあった。電子産業の蓄積は、この地域の情

報機器産業の発展の基盤となった。ただ情報機器産業の場合、産業自体の誕

生とほとんど時を置かずに東アジア工業化地域が分業ネットワークに組み込

まれ、不断に技術革新が進展する状況の下で、国際分業の中心舞台としての

位置を占めるに至っている。この点で東アジア工業化地域にとって情報機器

産業の発展は、成熟分野の受容が中心だった従来の電子産業の場合とは明ら

かに異なった意義がある。 

東アジア電子産業の国際分業ネットワークは従来から広い研究関心を集め

ており、多数の先行研究が蓄積されてきた。われわれの研究は、東アジア情

報機器産業の担い手としての地場企業の役割に重点を置いて、域内の主要な

産業立地点－台湾、韓国、シンガポール、マレーシア、中国－の発展パター

ンを比較する。これらの国・地域の情報機器産業は、大きく二つのパターン

に分かれる。韓国と台湾では地場企業が国際分業の不可欠なプレーヤーに変

貌を遂げつつある一方、シンガポールとマレーシアでは地場産業のプレゼン

スは小さく、外資の経営戦略が工業化のありかたを大きく左右する。中国は

現在のところ、二つのパターンの中間に位置している。これらの発展パター

ンの比較を通じて、国際分業ネットワークの再編という文脈の下で、地場企

業の組織能力がどのように形成されるのかを探ることが、われわれの研究の
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最終的なねらいである。 

以下本章では次章以降の個別国・地域の分析に先立って、東アジア情報機

器産業の発展の流れを見渡す作業を行う。ことに地場企業の役割に重点を置

いて、各国・地域の情報機器産業の発展パターンを整理する。そのうえで国

際的な産業再編の文脈のなかでの後発工業化国企業の能力形成について、試

論的な解釈を示すことにしよう。製品のカテゴリーとしては、市場の拡大を

主導するパーソナル・コンピュータと携帯電話端末という二つの最終製品に

焦点をあて、必要に応じて関連する分野にも言及することにする。 

 

第 1 節 東アジア情報機器産業の成長 

 

1. 東アジア電子産業・情報機器産業の地位 

 

 最初に世界の電子産業・情報機器産業のなかでの東アジア工業化地域の位

置づけを、生産額ベースの統計で確認しておこう。Reed Electronics Research

のデータに基づき、電子機器・部品産業全体、そしてわれわれの主要な研究

対象である PC と携帯端末を含む部門としてそれぞれ電子データ処理機器と

無線通信機器の二部門を取り出し、データの得られる最初年（1990 年）と最

近年（2002 年）の二時点の地域別生産額と世界シェア、及び二時点間の成長

率を表 1 に整理した2。また、同じデータに基づきそれぞれの部門の国・地域

別の生産シェアの推移を図 1 に掲げた。 

 デジタル情報機器は急速な技術進歩による製品単価の低下傾向が著しいた

め、生産額の成長は、数量ベースに比べるとはるかに低い。それでも電子デ

ータ処理機器・無線通信機器の二部門とも、電子産業全体を上回る伸びを示

                                                        
2 Reed Electronics Research の統計では、電子データ処理機器は汎用コンピュータ

など非 PC、無線通信機器は通信設備・レーダーなど、われわれの研究の対象外

の品目を含んでいる。だが東アジアではこれらの品目の比重は一般にきわめて低

いため、おおよその傾向を見る上では差し支えないと考えられる。 
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している。2002 年には両部門合計で電子産業の生産額の 44％を占めた。 

 

表1　世界の電子機器・部品生産：1990～2002年

 東アジア 1990年 88.2 [ 12.5% ] 19.8 [ 11.0% ] 3.3 [ 3.8% ]
　（日本を除く） 2002年 336.0 [ 31.3% ] 128.8 [ 42.6% ] 32.2 [ 19.2% ]

成長率 15.8 % － 20.7 % － 26.0 % －

 日本 1990年 184.5 [ 26.2% ] 53.2 [ 29.5% ] 9.3 [ 10.5% ]
2002年 162.3 [ 15.1% ] 38.0 [ 12.6% ] 20.6 [ 12.3% ]
成長率 -1.2 % － -2.7 % － 7.3 % －

 北米 1990年 219.9 [ 31.3% ] 52.3 [ 29.0% ] 52.1 [ 58.9% ]
2002年 317.9 [ 29.6% ] 75.2 [ 24.9% ] 69.0 [ 41.2% ]
成長率 3.8 % － 3.4 % － 3.3 % －

 欧州 1990年 177.2 [ 25.2% ] 47.3 [ 26.3% ] 20.5 [ 23.2% ]
2002年 190.0 [ 17.7% ] 43.9 [ 14.5% ] 38.3 [ 22.9% ]
成長率 2.3 % － 1.0 % － 6.6 % －

 その他 1990年 33.6 [ 4.8% ] 7.5 [ 4.2% ] 3.2 [ 3.7% ]
2002年 68.2 [ 6.3% ] 16.2 [ 5.4% ] 7.5 [ 4.5% ]
成長率 9.1 % － 11.3 % － 7.5 % －

世界合計 1990年 703.3 [ 100.0% ] 180.2 [ 100.0% ] 88.4 [ 100.0% ]
2002年 1,074.4 [ 100.0% ] 302.2 [ 100.0% ] 167.6 [ 100.0% ]
成長率 4.7 % － 5.4 % － 6.5 % －

注）1)　［　］内は世界シェア。 2) 成長率は年平均。

　　 3） ①電子機器は部品・半導体を含む。白物家電は含まれない。

　　　 　②電子データ処理機器はコンピュータ及び周辺機器（汎用コンピュータなど非PCを含む）。

　　　 　③無線機器は携帯電話端末を含む無線通信端末、無線通信設備、レーダーなど。

     4) 東アジアは中国、香港、インド、インドネシア、マレーシア、フィリピン、シンガポール、韓国、

         台湾、タイ、ベトナム。

出所）Reed Electronics Research, Yearbook of World Electronics Data , various yearsに基づき作成。

（単位：10億US㌦／％）
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図 1 情報機器生産の地域別構成 
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出所）表 1 に同じ。 
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東アジアの生産は電子産業全体でも二部門でも、日米欧の先進工業地域を

はるかに上回る伸びを示している。ことに電子データ処理機器の生産シェア

では、すでに日米欧を大きく越える。従来は域内各国・地域に比較的分散し

ていたが、近年では中国への集中が著しい。無線通信機器の域内生産は韓国・

中国の二カ国に集中するかたちで成長しており、東アジア全体で日欧を越え

て北米に次ぐ規模に達した。ダイナミックな技術革新のさなかにあるデジタ

ル情報機器分野で世界最大の生産地点としての地位を得たことは、東アジア

の電子産業、ひいては地域経済の成長に大きく貢献してきている。 

一つの国・地域を舞台としてある特定の産業が成長するプロセスを検討す

る上で、いわゆる産業アーキテクチュア論の視点は重要である。東アジアの

電子産業・情報機器産業の発展には、産業のアーキテクチュア的性格が重要

な意味を持っている。以下では電子製品そして PC・携帯端末のアーキテクチ

ュア的特性を整理しながら、東アジアの情報機器産業の発展の流れを概観し

よう。 

 

2. 電子産業のアーキテクチュア 

 

電子製品を含む広い意味の機械製品は、一般に複数の部品から構成される。

それぞれの部品に特定の機能が一対一対応で割り当てられているような場合、

相応の部品を集めて組み立てることで、その製品に要求される性能が比較的

容易に実現できる。一方、部品と機能の関係が一対一対応ではない場合、部

品相互の整合性が全体の性能に大きく影響する。産業アーキテクチュア論で

は、このような機能と部品の結びつきの性格に着目して、前者のカテゴリー

をモジュール型、後者を統合型と大別する。さらに、部品間のインターフェ

イス（組み合わせ・接続の仕様）が公開されており、共通のインターフェイ

スに準拠した部品であれば自由に組み合わせ可能であるような場合をオープ

ン型、公開された共通のインターフェイスが存在しない場合をクローズ型と
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呼ぶ3。 

製造業としての電子産業は、大きく分けて二つの部門から構成される。第

一に部品・コンポーネント部門、第二に最終製品部門である（図 2）。最終製

品の生産プロセスは、組立工程を中心とする。これに対して部品・コンポー

ネントは製品の性格に応じて生産プロセスもきわめて多様であるが、最終製

品との比較では、高度な技術または経験の必要な加工工程の占める比重が高

い4。このため製造部分の付加価値は、一般にもっぱら部品・コンポーネント

部門によって生み出される。 

電子部品は多くの場合規格の標準化が進んでおり、用途の異なるさまざま

な製品、あるいは異なるメーカーが生産する同種の製品に使用できるという

汎用性を備えている。こうした汎用性の高い電子部品は、スペックさえ特定

すれば市場で容易に購入できる。市場で部品を調達して組み立てることによ

って最終製品の生産が可能であるという点で、電子産業はオープン・モジュ

ール型としての性格がきわめて強い。多数の電子部品を組み合わせた回路を

一個のチップで代替する集積回路（IC）の技術進歩によって、電子産業のオ

ープン・モジュール性は一層強まっている5。 

このような性格ゆえに電子産業では、高度な産業内分業が行われる。組立

を主体とする最終製品の製造工程では差が生まれにくく、製品価値を大きく

左右しない。このため製造工程全体を切り離して外部委託し、自らは製品の

企画・開発・設計と販売・アフターサービスに注力するという事業形態が可

能となる。製品の製造を請け負ういわゆる OEM（Original Equipment 

Manufacturing）や製品の開発・設計などさらに広い範囲を請け負う ODM

                                                        
3 産業アーキテクチュア論の考え方については藤本・武石・青島編［2001：第 1
部］を参照。 
4 森谷［2003］では家電製品・情報機器製造業を時計・カメラ・自転車などの製

造業とあわせて「軽組立量産産業」、半導体産業を「高度部品産業」と区分して

いる。 
5 近年ではさらに、異なる機能を果たす複数チップで構成されていたシステムそ

のものを単一のチップに集約する、SOC（System on Chip）技術の開発が進んで

いる。 
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（Original Design Manufacturing）などの事業形態は、電子産業で本格的な発

達を遂げてきた。開発・設計や検査など細分化された工程の受託会社や、電

子製品の製造請負に特化した EMS（Electronics Manufacturing Service）も成長

している。図 2 の A は OEM・EMS、B は ODM の一般的な事業範囲を示し

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 電子産業の構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

注）点線は企業または事業の境界を示す。本文参照。 

出所）川上［2003：図 1］に基づき作成。
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A 
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電子産業のもう一つの重要な特性は、部品・最終製品とも一般に小型・軽
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量で価値当たりの輸送コストが低いため、製造工程の各段階ごとに最適立地

が可能なことである。このため電子産業では産業の黎明期にあたる 1960 年代

から、生産ネットワークの国際化が進展した6。これらの産業特性は、後発工

業化地域である東アジアで新規産業としての電子産業が急速な発展を遂げる

うえで、きわめて重要な意味をもった。 

 

3. 東アジア電子産業の成長 

 

東アジア工業化地域の電子産業は、1960 年代から主として米系・日系を中

心とする外資の拠点設置や地場資本との技術提携・合弁の形をとって成長を

開始した。当初米系は自国市場への持ち帰り輸出、日系は輸入代替政策で保

護された現地市場での販売を主要な目的としていた。1960 年代末以降は国際

市場の競争激化によるコスト削減圧力の高まりや、輸入代替から輸出促進へ

の現地側の政策転換に伴って、低コストの組立拠点として東アジア各国・地

域を利用する動きが広がり、これとともに輸出志向産業としての電子産業の

成長が本格化した7。 

1985 年のプラザ合意以降の円高を契機に、電子産業の東アジアへの生産移

転は加速した。地域全体としての電子製品輸出は 1980 年代半ばにアメリカを

越え、1990 年代初頭には日本を越えた（竹内［2004：39］）。これと相前後し

て起きた変化として、二つの点が重要である。第一に、生産形態としては部

材の大部分を海外から持ち込むオフショア組立に止まらず、加工工程を伴う

部品生産が成長を遂げた。第二に、台湾・韓国では地場企業のプレゼンスが

                                                        
6 製造工程の各部分の国際的な分散立地という現象はフラグメンテーション

（fragmentation）と呼ばれ、近年国際貿易理論や産業立地論などの分野で注目を

集めている（木村［2003］、Athukorala［2003］）。工程の分割による国際生産ネッ

トワーク再編の重要性を指摘した先駆的研究として、Helleiner［1973］がある。 
7 ラジオ・白黒テレビなど成熟商品では、1970 年代末時点ですでに東アジア（台

湾・韓国・香港・シンガポール）の生産規模は合計で日本を上回っている（林・

末廣［1982］）。 
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急速に増大し、生産コストの上昇のため撤退が進んだ外資に代わって、OEM

や自社ブランド製品・部品の輸出を通じて国際分業の担い手としての役割を

拡大してきた。 

 

4. 新たな成長機会－デジタル情報機器産業の登場 

 

1980 年代には電子産業の国際分業の全面的な再編を促す要因として、もう

一つの画期的な変化が起きた。パーソナル・コンピュータに代表されるデジ

タル情報機器産業の登場である。 

パーソナル・コンピュータ（PC）－なかでも特にデスクトップ PC は、オ

ープン・モジュール型の産業アーキテクチュアを最も先鋭的に体現している

製品である。デスクトップ PC は強いオープン・モジュール性ゆえに、製品

としての革新性にもかかわらず、産業の発展プロセスで国際的な分散立地と

東アジア地場企業による活発な新規参入を可能にした。 

個人用のコンピュータという意味での PC という製品カテゴリーは、すで

に 1970 年代から少しずつ形をなしつつあった。だが PC 産業が飛躍的な発展

を遂げる契機となったのは、IBMによる1981年の IBM PCの発売である。IBM

は同社としては初めて PC を発売するに際して、先行メーカーであるアップ

ル（Apple）の市場支配を突き崩すため従来の内部調達主義を大きく転換し、

マイクロプロセッサー（CPU）をインテル（Intel）から調達、OS はマイクロ

ソフト（Microsoft）の MS-DOS を採用するという方針をとった。同時に外部

メーカーによる周辺機器生産を促進することをねらい、PC の回路図と基本出

入力システム（BIOS）を公開した。高度のオープン・アーキテクチュア型製

品としての PC という製品カテゴリーは、IBM PC の誕生によって確立された

といってよい。 

続いて 1984 年に IBM PC/AT の発売によって IBM 規格が PC の事実上の標

準としての地位を固めると、IBM 互換機の生産が一挙に増加した。製品と周

辺機器・プログラムの供給拡大によって、PC 産業は本格的な成長期に入った。
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1985 年から 90 年代初めにかけて、世界の PC 生産台数は年率 20％というき

わめて高い伸びを示している（表 2）。 

 

表2　PC・携帯端末の世界生産
1)

25,784 n.a. 16 3)

19.3% n.a. n.a.
60,171 81,280 4) 91
15.6% n.a. 41.6%

134,738 423,150 740
13.7% 51.1% 38.5%

169,058 519,989 1,329 5)

9.5% 17.2% 10.0%

注）1) 増加率は年平均。  2) ワークステーションを含む。3) 1991年。4)1996年。

　　5) 予測値。

出所）PC：『JICCコンピュータノート』各年版より作成。原資料はIDC及び

　　　Gartner Dataquest等。

　　　携帯電話端末生産台数：以下の資料より作成。

             ①1996～2001年：電子情報技術産業協会『主要電子機器の世界生産状況』

　　　  ②2003年：Gartner Dataquestプレスリリース。

　　　携帯電話契約者数：International Telecommunication Unionウェブサイト

　　　（2005年2月23日アクセス）より作成。

2000年
増加率（1996-2000年）

2003年
増加率（2001-2003年）

1990年
増加率（1985-1990年）

1995年
増加率（1991-1995年）

1985年 10,655 n.a.2) n.a.

携帯電話契約
者数

（1,000台） （1,000台） （100万人）

PC生産台数
携帯端末生産

台数

 

PC 産業の誕生と発展は、東アジア工業化地域の電子産業に新たな成長機会

をもたらした。拡大する需要に対応するため米系を中心とする先進国企業は、

自社・合弁現地法人や東アジア企業からの製品・部品の調達を積極化させた。
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台湾・韓国の地場企業はすでに 1980 年代初から米系企業向けに PC の OEM

供給、あるいはアップルなどの模倣 PC や PC 部品の生産を開始していたが、

オープン・アーキテクチュア化を契機として、OEM や自社ブランドによる互

換機製品の生産に本格的に参入した。さらにマザーボードなどの半製品やモ

ニター、キーボード、マウスなどの周辺機器産業が急速に拡大した。1990 年

代初には先進国市場の伸びの鈍化をきっかけとして、PC の価格競争が激化し

た8。これによるコスト切り下げ圧力が引き金となって、台湾企業を中心とす

る OEM/ODM 業務が発展を遂げてきた。 

 同じ PC 製品とはいえノート PC は、やや異なる経緯をたどっている。製品

カテゴリーとしてのノート PC の誕生と発展には、日本の技術が中心的な役

割を果たしてきている9。軽量化・薄型化が商品価値を左右するノート PC は、

部品の形状や空間配置などに高い技術力を必要とするという点で、本来はデ

スクトップのような高度のオープン・モジュール性を持たず、むしろ専用部

品を多用する統合型のアーキテクチュアから出発した10。だがここでも製品

概念の成熟、CPU やハードディスク・ドライブ（HDD）など部品・コンポー

ネントの標準化によって一定のオープン・モジュール化が進み、価格競争が

激化するとともに、1990 年代半ばから台湾企業による OEM／ODM に生産の

主体が移っていった。 

 PC はデスクトップであれノートであれ、いわゆる Wintel 支配（マイクロ

ソフトの Windows OS＋インテルの CPU）の確立によって基本的な枠組みが

                                                        
8 1992 年に当時世界市場第 3 位だったコンパック（Compaq）が IBM 追撃のため、

3 割～4 割に及ぶ大幅な製品価格の引き下げを行い、主要メーカーに波及して全

面的な価格競争が開始した。これが米系メーカーによる PC 生産の東アジア（主

に台湾）への大規模な移管のきっかけとなった（黄［1995：9-12］）。 
9 東芝は1985年にノートPCの先駆けにあたる携帯可能ないわゆるラップトップ

PC として T3100 を発売したのち、A4 サイズ・重量 3kg 以下を目標に PC の小型

化に開発努力を傾注し、1989 年に事実上世界で最初のノート PCとしてDynabook 
J3100 を発売した（東芝株式会社［2001］）。 
10 事実、Dynabook にせよ Thinkpad にせよ、製品開発の過程では専用部品の開発

が重要な意味を持った。 
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ほぼ固定され、処理速度と記憶容量は年々向上するものの、製品カテゴリー

としては成熟してきている。これに対して 1990 年代半ば以降デジタル情報機

器の製品革新の焦点として浮上してきたのが、携帯電話端末である。 

 携帯電話は 1990 年代初の通信方式デジタル化と通話料・端末価格の低下を

契機として、飛躍的に普及を遂げた。契約者数・端末生産台数共に、年率 40％

前後という驚異的な伸びを示している（前掲表 2）。ユーザーにも一定の利用

能力を要求する PC とは異なって、音声通信という単純な機能ゆえに携帯電

話の普及速度はきわめて速い。短期間のうちに携帯端末は、PC と並ぶデジタ

ル情報機器の最も主要な製品カテゴリーとなった。 

 

5. PC と携帯端末－製品特性の比較 

 

 図 3 ではデスクトップ PC、ノート PC、携帯端末という三つの製品カテゴ

リーの特性を、①製品アーキテクチュアと②商品差別化の程度の二軸で比較

した。各カテゴリー内でも製品のグレードや用途（商用／個人用）による差

異が大きいため、一定の広がりを持つ領域の形で各製品カテゴリーを表して

いる。あくまでも概念的な位置関係をおおまかに表現するものでしかないこ

とに注意してほしい。 

 デスクトップ PC は商品差別化の余地が非常に小さい。これと対照的に、

携帯端末は機能・デザインの両面で、差別化による競争が活発である。ノー

ト PC は両者の中間に位置するといえる。それぞれのカテゴリーのなかで、

ローエンド品はハイエンド品よりも、また商用は個人用よりも、差別化の度

合いが低い（図中の B・C が商用・個人用の相対関係を示す）。製品アーキ

テクチュアの面では、差別化の度合いの低さは一般にモジュール性の強さと

一致する。 

 もちろん、差別化の程度と製品アーキテクチュアの間の関係は、決して固

定的ではない。PC と異なってダイナミックな技術革新のさなかにある携帯端

末では、モジュール化を志向する潮流が明確に現れている。 
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図 3 PC・携帯端末のアーキテクチュアと差別化度（概念図） 

 

 

 

 

 

 
注）C：個人用。B：商用。 
出所）筆者作成。 
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M2 M3 

②モジュール化 

①差別化 

 

 

差別化競争のなかである革新的な機能またはデザインの商品が生まれる際

には、必然的に新しい専用部品やソフトウェアを多く利用するため、既存の

商品と比較して製品アーキテクチュアの統合的性格が強くなる傾向がある

（図中の点M1から点 M2への動き）。だが追随するメーカーが現れて商品と

しての「革新性」が逓減する過程で、モジュール化を進めようとする力が働
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く（点 M2から点 M3への動き）。具体的には、従来多数の部品の組み合わせ

で実現されていた機能をモジュール化して供給するサプライヤーが現れたり、

コスト引き下げのため先行メーカー自体がモジュール化や共通化を追求した

りするという現象が起きる。さらには最初からモジュール性を可能な限り維

持しながら商品の機能・デザインの変革を実現するよう工夫を凝らし、コス

ト上昇を伴わずに差別化を行おうとする戦略もありうる11。これらの動きは

いずれも、図 3 に示した空間のなかで携帯端末という製品カテゴリーの領域

自体の右シフトによって示される12。 

 モジュール化は一般に参入障壁の低下、ひいては収益性の低下を意味する。

収益性が極度に低くなると、製品の大幅な革新によって収益の改善を図ろう

とする力が働く。機能面での革新が画期的であるほど、製品アーキテクチュ

アは再び統合型の方向に（少なくともある程度）引き戻されるだろう。 

先進国市場では飛躍的な普及の結果、携帯電話の市場は飽和に向かってい

る。この点は 2000 年以降の世界契約者数・端末生産台数の伸びの鈍化に現れ

ている（前掲表 2）。このため携帯端末産業の量的成長の中心は、発展途上国

市場にシフトしつつある。所得水準の低い途上国市場では、端末価格の一層

の引き下げが必要となる。これは製品アーキテクチュアのモジュール化を推

し進める方向に作用するだろう。 

製品アーキテクチュアの差異に応じて、企業の側には異なった「組織能力」

（organizational capabilities）が要求される（Fujimoto［2002］）。高度なオープ

ン・モジュール型の製品であるデスクトップ PC の場合、最終製品の製造（組

立）そのものはきわめて容易であるため、大きな価値を生み出さない13。一

                                                        
11 新製品の開発に際して、一般に日系メーカーは統合度の高い高機能・高デザイ

ン化を追求するのに対して、欧米系のメーカーはできるだけ既存の製品構造を活

かして機能の改編を機能・デザインの変化を図る傾向がある。もっとも近年は価

格競争の激化により、日系メーカーでもモジュール化への志向が強まっている。 
12 機能・デザインの差別化を進めつつモジュール性を維持あるは強化しようとす

る傾向は、ノート PC の場合も（程度の差はあれ）共通する。 
13 開発・設計・製造が価値を生むのは、モジュール－ことに製品の性能を左右す

る CPU・HDD などの中核モジュールの部分である。価値連鎖の構造からみた PC
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方 CPU や HDD などの中核モジュールは技術が急速に進歩するため、それら

を組み込んだ製品が陳腐化・減価する速度もきわめて速い。このため完成品・

部品の在庫を極限まで抑制して、最終製品の需要を的確に把握して販売を行

う能力－販売力・調達力・ロジスティック能力が決定的に重要となる。ノー

ト PC も販売力・調達力・ロジスティック能力の決定的な重要性という点で

は違いがない。だがデスクトップ PC と比較して、設計・製造（特に前者）

が生み出す価値が大きい。また個人用の場合は差別化の余地が相対的に高い

ため、ブランド力によって価値を生み出しうる。 

 携帯端末の場合は、本来は統合度の高さゆえに開発・設計・製造の生み出

す価値は大きい。だがモジュール化が進めば、最終製品自体の生産の価値は

逓減する。一方、差別化の余地はきわめて大きいため、消費者の欲求を認識

して製品に体化し、市場に売り込むマーケティング能力、ひいてはブランド

力の持つ意味がはるかに重要である。 

なお、産業としての PC の諸規格がもっぱら市場競争で形成される事実上

の標準（de fact standard）であるのに対して、携帯端末は通信方式という制度

的な標準（de jure standard）に基盤を置くという点で決定的に異なっている。

このため各国の携帯端末産業は、通信政策の動向に左右されるところが大き

い。 

 デジタル情報機器の国際分業ネットワークへの参加は、東アジア電子産業

の一層の成長をもたらした。だがそれぞれの国・地域の産業発展には、質的

に異なるパターンが観察される。次節では第 1 章以降の各国・地域の分析に

先立って、デジタル情報機器産業の国際分業のなかでのそれぞれの国・地域

の役割とその特徴を整理しておこう。 

 

                                                                                                                                    
産業の特性については、Curry and Kenny［2004］参照。 
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第 2 節 産業発展のパターン 

 

前節で検討したように、電子産業・情報機器産業はオープン・モジュール

型の産業アーキテクチュアゆえに、組立を中心とする最終製品の製造工程へ

の参入の容易であり、また部品・完成品が小型軽量であることから、工程ご

との分散的な最適立地が可能である。こうした産業特性は、東アジア工業化

地域の電子産業・情報機器産業の発展に大きな意味を持った。 

だが参入が容易であるということは、新規参入の増加による収益低下が不

可避であることを意味する。収益低下の圧力から逃れるためには、製品の開

発・設計、マーケティング、ロジスティックス、あるいは部品の生産など、

より大きな価値を生み出すような事業領域への進出が必要となる。 

参入が常に組立から開始するとはかぎらないという点にも、注意する必要

がある。地場企業が国内市場でのマーケティングに優位性を持つような状況

では、製造を ODM に依存してマーケティングから参入する場合もある。 

各国・地域の情報機器産業の発展プロセスの詳細な分析は、次章以降の各

章の課題である。ここでは各章の内容をある程度先取りする形で、それぞれ

の国・地域の情報機器産業のありかたと発展のパターンをおおまかに見渡し

ておく14。世界シェアの大きい主要生産品目と産業の特徴を表3にまとめた。

なおシンガポール・マレーシアは地理的に近接しており、日米欧の多国籍企

業の立地点として密接な関係を有するため、一つの地域として扱っている。 

 これらの国・地域は、産業の担い手という観点から 3 つの類型に分けられ

る。 

① 早くから地場企業が発展を遂げた台湾・韓国 

② 一貫して多国籍企業主導のシンガポール・マレーシア 

③ 輸出は外資主体、内需は外資と地場が並立する中国 

ただし台湾と韓国は地場企業主体という点では共通するが、発展の方向に

                                                        
14 以下の各国・地域に関する記述は、本書各章と引用文献・現地調査に基づいて

いる。 
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は明確な差異がみられる。以下では 3 つのパターンのそれぞれについて、情

報機器産業の発展プロセスと主要な特徴をまとめておこう。 
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表 3 東アジア各国・地域の情報機器産業－主要生産品目と産業の特徴 

 

1）台 湾  

主要品目 特 徴  

・ ノート PC＜67％＞ 

・ マザーボード＜79％＞  

・ PC デバイス 

・ 半導体（メモリー等）  

・ 1960 年代から地場企業が発展。1980 年代以降外資の

撤退が進み、地場企業主体に。  

・ ノート PC は日米欧向けの OEM/ODM が主体。近年

一部企業に自社ブランド事業強化の動き。 

・ 生産拠点の中国移転が進展。 

（2）韓 国  

主要品目 特 徴  

・ 携帯端末＜17％＞ 

・ PC デバイス 

・ 半導体（メモリー等）  

・ 1960 年代から地場企業が発展。1980 年代以降外資の

撤退が進み、地場企業主体に。財閥系大企業が中心。 

・ CDMA 方式の携帯端末では世界シェア 47％。サムソ

ン、LG の二強による自社ブランド事業が主体。 

・ 生産拠点の中国移転が進展。 

（3）シンガポール・マレーシア 

主要品目 特 徴  

・ HDD［52％］  

・ 半導体（CPU） 

・ 1970 年代以降、多国籍企業の生産拠点として発展。

地場企業のプレゼンスは一貫して小さい。 

・ HDD はシーゲート、CPU はインテル等米系大手の生

産拠点が主体。 

（4）中 国  

主要品目 特 徴  

・ デスクトップ PC［44％］ 

・ ノート PC［52％］ 

・ マザーボード［67％］  

・ PC デバイス 

・ 携帯端末＜41％＞ 

・ 輸出の大部分は外資が担う（電子製品全体で輸出の

83％）。 

・ PC・携帯端末の国内市場は当初外資による支配、そ

の後地場企業のシェアが上昇。  

・ 地場企業の一部に輸出重視の動き。 

 

注）1)［ ］内は世界生産（出荷額）に占める当該国・地域の立地ベースのシェア、＜ ＞内は

企業ベースのシェアを示す（いずれも 2003 年時点、数量ベース）。  

2) 携帯端末は GSM 方式と CDMA 方式の合計。  

出所）世界シェアは富士キメラ総研『2004 ワールドワイドエレクトロニクス市場総調査』に基

づき算出（台湾のみ本書第 1 章）。産業の特徴は本書各章及び各種資料に基づき作成。  

 

 

 

 （



1. 台湾・韓国 

 

台湾と韓国では地場企業が急速な成長を遂げ、情報機器産業の国際分業の

不可欠なプレーヤーとしての地位を獲得した。 

台湾・韓国の電子産業の初期の発展経路は、きわめて似通っている15。い

ずれも 1960 年代から 1970 年代にかけて、外資主体の輸出部門と地場企業・

合弁企業主体の内需部門という「二重構造」が形成された（佐藤［1996：第

3 節］）。当初内需部門の存在は輸入代替政策の下での国内市場保護を前提と

していた。また技術面では外資側の指導やライセンス供給、あるいはリバー

ス・エンジニアリングなどの模倣に全面的に依存していた。 

このような状況の下で地場企業は、国内市場規模の小ささという制約を乗

り越えるため、比較的早くから輸出に取り組むことによって成長を開始した。

1980 年代には賃金上昇により撤退が進んだ外資と入れ替わる形で、地場企業

が電子産業の主役の座に着いた。 

後発工業化国の地場企業が国際市場に参入する際には、技術と市場へのア

クセスの両面で、先行者である先進国企業に比べ圧倒的に不利な条件に直面

する。このような制約を克服する上できわめて重要な意味を持つのが、先進

国企業向けのOEM業務である。台湾・韓国の地場企業にとってOEM業務は、

単独での輸出に必要な販売チャネルへの投資やリスクを最小化しつつ、先進

国企業からのフォーマルな技術移転、取引先との対話を通じた技術・市場知

識の蓄積などを通じた製造技術の向上に注力することを可能にする絶好の機

会となった（Hobday 1995）。ホブデイ（Michael Hobday）は終始多国籍企業

によって主導されてきた東南アジアの電子工業と対比して、台湾・韓国の電

子産業の成長を「OEM 主導型成長（OEM-led growth）」と規定している（Hobday 

2000）。 

地場企業側の技術蓄積が進むと共に、OEM 業務の性格も変化を遂げる。先

                                                        
15 台湾・韓国の電子産業の発展プロセスの比較研究として、Levy and Kuo［1991］、
佐藤［1996：第 3 節］を参照。 
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進国企業側はコスト削減と製品開発サイクルの短期化に対応して、単なる組

立だけでなく、製品の設計を含む広範な工程を地場企業側に任せるようにな

る。さらに進んだ段階では、先進国企業側が地場企業が提供した製品のプロ

トタイプから選択して発注するなどの形式をとる ODM 取引に発展する16。 

1980 年代以降の台湾・韓国企業による情報機器産業への本格的参入も、こ

れに先立つ時期の電子産業の OEM 取引の経験なしには実現しえなかっただ

ろう。前節で述べたように、PC の普及の初期段階で米系を主体とする多国籍

企業は東アジアへの PC・周辺機器の OEM 発注を活発化させた。 

だがその後の台湾・韓国の情報機器産業の発展は、OEM/ODM 事業と自社

ブランド事業のバランスという点で、対照的な軌跡を辿っている。台湾では

PC産業の黎明期に、多数の企業がPC完成品の自社ブランド事業に参入した。

だが 1990 年代初めの価格競争激化で自社ブランド事業が困難に陥り、また先

進国企業側がコスト削減のため OEM 取引の拡大姿勢を強めたことを契機と

して、OEM への回帰が決定的となった。以来台湾 PC メーカーは OEM 取引

に精力を集中し、さらに ODM へと取引内容の高度化を進めてきた。ODM 取

引の中心であるノート PC の場合、台湾企業の担当範囲は製品の開発から製

造、流通ルートまでの配送、ひいてはアフターサービスにまで拡大している。 

これに対して韓国企業は財閥系大企業を中心に、比較的早い時期から家電

製品の国際市場での自社ブランド事業（OBM：Own Brand Manufacturing）に

力を入れてきたという経緯があった17。情報機器産業の場合も初期には家電

と同様 OEM を通じて国際市場に進出したが18、1990 年代に入ると自社ブラ

ンド事業へのシフトを強めた。PC 産業で自社ブランド事業を追求した韓国企

業の試みは、ノート PC でサムスン電子（Samsung Electronics）と LG 電子（LG 

                                                        
16 ホブデイによれば、ODM という呼び方自体 1988 年から 1989 年頃に台湾で生

まれたとされる（Hobday 1995：1178）。 
17 サムスン電子は 1970 年代末、LG 電子は 1980 年代半ばから先進国家電市場で

の自社ブランド販売に本格的に乗り出している（安倍［2002：62］）。 
18 サムスン電子の場合、1985年時点のPC輸出の95％はOEM取引だった（Hobday 
2000: 138）。 
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Electronics）が一定のシェアを有するほか、結果として成功を収めていない19。

結果として韓国の電子データ処理機器部門の成長は、1990 年代を通じて台湾

に大きく遅れをとった（前掲図 1）。 

PC 産業の不振と対照的に、1990 年代半ば以降国際市場が急拡大した携帯

端末産業では韓国企業の自社ブランド事業はめざましい成功を挙げた。こと

にサムスン電子は 1998 年の経済危機を契機にデザイン部門を大幅に強化し、

先進国を含む海外市場でブランドイメージの確立に成功を収めている。同社

の携帯端末の世界シェアは 2003 年には金額ベース、2004 年には台数ベース

でもモトローラ（Motorola）を上回り、ノキア（Nokia）に次いで世界第 2 位

となった。 

台湾と韓国の情報機器産業が 1980 年代以降異なる軌跡を辿った要因とし

て、企業組織の差異に注目する必要がある。電子産業の黎明期から、台湾で

はベンチャー的な中小企業、韓国では財閥系大企業が産業の発展を担った

（Levy and Kuo［1991］、佐藤［1996］）。多数の中小企業が柔軟な分業ネット

ワークを構成する台湾の企業組織は、高度のオープン・モジュール型産業で

ある PC 産業にきわめて適合していた（川上［1998］）。 

一方、日本企業をモデルに築かれてきた韓国大企業の垂直統合的構造は、

最終製品としての PC 市場への適応にはむしろ不利に働いた。だが製品開発

に多大な資本投下を要し、差別化度の高さゆえにブランドの重要性が高い携

帯端末産業の場合には、韓国大企業は大規模組織と垂直統合のメリットを生

かすことができたと考えられる20。サムスン電子と LG 電子の大手二社はスピ

ンオフによって多数のサプライヤーや競合新興企業を生み出したり、中堅メ

                                                        
19 PC 産業での韓国企業のプレゼンスはむしろ、モニターや CD-ROM ドライブ、

DVD ドライブなど資本力と技術力を要する特定の周辺機器分野で突出して大き

い。 
20 なお台湾・韓国のいずれも 1980 年代以降地場資本の半導体部門が成長し、

DRAM など特定分野では先行する日米企業を圧倒して世界最大のシェアを有す

る。台湾・韓国の情報機器産業の発展に半導体産業の存在が持った意味について

は、今後の研究課題としたい。 
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ーカーに OEM/ODM 委託を行うなどの形で、国内携帯端末産業の技術リーダ

ーとしての役割も果たしている（安倍［2003］）。なおデジタル無線通信の

CDMA 方式の開発が官民共同で推進され世界で初めての実用化に成功する

など、産業政策が産業育成に重要な役割を果たしたことも韓国の特徴である

21。 

 

2. シンガポール・マレーシア 

  

シンガポールとマレーシアは CPU と HDD という PC の重要な部品・デバ

イスの生産・輸出国として、高い世界シェアを保っている。このため両国の

電子データ処理機器部門生産の世界シェアは、合計では台湾を大きく上回る

（前掲図 1）。言い換えれば、両国の情報機器産業は CPU ではインテル、HDD

ではシーゲート（Seagate）などの大手多国籍企業の生産拠点としての機能の

占める比重がきわめて高い。 

 日米欧企業の生産拠点移転が発展の契機となったという点では、シンガポ

ール・マレーシアの電子産業の経験は台湾・韓国と共通している22。だがシ

ンガポール・マレーシアでは多国籍企業が終始産業の発展を主導し、地場企

業はマージナルな存在にとどまっている。多国籍企業の生産拠点の機能は着

実に向上し、すでに一定の開発機能を備えてきている（Hobday［2000］）。に

もかかわらず地場企業の成長という意味での波及効果は、きわめて限定的な

形でしか起きていない。 

 1970 年代まで一次産品輸出国としての性格が強かったマレーシアでは、電

子産業の発展以前から地場製造業の蓄積に欠けていた。このため外資の技術

移転あるいは模倣の主体となる地場企業が不足していたことが、その後の外

                                                        
21 台湾でもノート PC の生産への進出にあたっては、政府支援が一定の役割を果

たしたという見方がある（陳・顧［2002：50］）。だがその重要性は韓国の場合に

比べて明らかに低い。 
22 マレーシア電子産業の初期の発展プロセスについては鳥居［1990］参照。 
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資主導の産業発展の重要な要因となった可能性がある。一方シンガポールは

マレーシアとの比較では製造業の発展が進んでおり、OEM の受け皿となる地

場企業も存在していた。だが OEM から ODM あるいは OBM の段階に進み、

産業の主要な担い手となった企業はごく少数にすぎない。 

近年では両国の家電産業や PC 産業で地場ブランドが台頭するなど、新し

い動きも現れている。だがこれが本格的な地場企業の発展に結びつくかどう

かは、なお観察を要する。 

 

3. 中国 

 

中国の情報機器産業は、1990 年代以降華南地域を中心に外資の進出によっ

て、急速な発展を遂げた。ことに市場経済化と対外開放の進展した 1990 年代

後半以降、日米欧と東アジア工業化地域からの生産移転が進んだ。台湾から

中国への PC 産業の生産移転は、2001 年のノート PC 部門の投資解禁によっ

てさらに進展した。現在デスクトップ PC、ノート PC、携帯端末のいずれの

製品カテゴリーでも、中国は世界最大の生産地点となっている。電子データ

処理機器部門の生産額は 2002 年に欧州・日本を越え、北米に次ぐ規模となっ

た（前掲図 1）。 

情報機器産業の生産立地としての中国の優位性は、当初はもっぱら豊富な

低賃金労働力に依存していた。だが近年では沿海都市部を中心とする所得水

準の向上により、巨大な潜在成長力を持つ市場としての優位性が著しく重要

度を増してきている。 

ただし中国の情報機器輸出は、圧倒的に外資主導である。国際分業ネット

ワーク上の中国の地位は、基本的に外資によって支えられているといってよ

い。この点では中国情報機器産業の発展は、シンガポール・マレーシアと共

通する性格を有する。だが中国がこれらの国々と異なるのは、国内市場の規

模がきわめて大きいこと、そして成長する最終製品の国内市場をめぐって、

地場・外資が入り乱れる熾烈な競争が展開されていることである。PC・携帯
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端末のいずれも、産業発展の初期には輸入品・外資の現地製品が国内市場を

支配したが、需要の拡大と共に地場企業が急速な成長を遂げ、比較的短期間

のうちに外資に拮抗するシェアを確保した。見方を変えてみれば、地場企業

による供給の拡大が市場の拡大を支えたともいえる。ただ近年は一部の外資

が国内市場で再び攻勢に転じており、競争は複雑な様相を呈している。以下

では地場企業に焦点を絞って、中国 PC・携帯端末産業の発展プロセスを要約

しておこう。 

（1） PC23 

 中国は計画経済期から、主として軍事目的からメインフレームを中心とす

るコンピュータの研究を一貫して重視していた。改革・開放政策の開始によ

って経済開発に重点が移ると共に、コンピュータの開発でも PC が重視され

るようになった。1983 年には国家計算機工業局によって IBM PC の互換機、

さらに 1985 年には漢字処理機能を備えた後継機が開発されている。翌 1986

年には計算機工業局の再編により国有 PC メーカー中国計算機発展公司が設

立され、PC の量産に着手した（後に長城計算機集団に改称）。 

 1980年代後半時点では中国のPC市場は年間販売台数20万台程度ときわめ

て狭小だったが、IBM など米系 PC メーカーは市場の潜在可能性に注目して

進出を開始していた。地場 PC メーカーの本格的な発展は、1990 年の聯想集

団（Lenovo Group）の PC 参入に始まる。1984 年に中国科学院計算機研究所

の研究員グループによるベンチャーとして出発した聯想は、1993 年に中国で

初めて家庭向けPCを発売するなど販売戦略の成功で急速にシェアを伸ばし、

1996 年には IBM を上回って国内市場首位となった。これと前後して北京大

学計算機研究所のベンチャー企業である北大方正集団（Founder Group）が PC

に参入し、1999 年には中小メーカーを併せれば地場企業が国内市場のほぼ 4

分の 3 を占めるに至った（図 4）。聯想・方正を中心とする地場主要企業のシ

ェアは、その後 2001 年まで上昇を持続した（表 4）。 

                                                        
23 1990 年代半ばまでの中国コンピュータ産業の発展は、Lu［2000］に詳しい。 
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図4  中国PC市場の主体別市場シェア（デスクトップ・ノート合計）

注）「互換機」は非ブランドの組立機または中小ブランド。出所）CCID（1992年のみIDC）。
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表4 中国PC市場の主要企業シェア（デスクトップ・ノート合計）

（％）
1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003

聯想 （Lenovo） 11.8 14.4 19.4 27.5 26.9 26.5 21.3
方正 （Founder） 3.3 3.7 5.6 5.3 8.8 8.4 6.2
清華同方 （Tongfang） --- --- --- 0.0 8.1 6.4 5.1
長城 （Great Wall） 3.4 1.9 5.0 5.6 4.2 3.3 n.a.
実達 （Star） 1.2 0.0 3.7 3.7 4.8 3.0 n.a.
TCL --- --- --- 0.0 4.6 2.5 n.a.
主要中国ブランド6社 19.7 20.0 33.7 42.1 57.4 50.1 n.a.
Dell 2.0 0.8 1.6 3.2 4.4 6.0 6.8
IBM 9.6 6.5 6.7 5.6 4.7 5.5 4.6
HP 6.7 5.7 5.7 4.6 3.1 3.9 n.a.
Acer n.a. n.a. 1.8 3.1 2.9 3.4 n.a.
Compaq 6.7 4.3 4.8 3.4 1.2 --- ---
主要海外ブランド5社 25.0 17.3 20.6 19.9 16.3 18.8 n.a.
その他 55.3 62.7 45.7 38.0 26.3 31.1 n.a.

出所）1) 1997～1998年：IDC（香港貿易発展局資料）. 2) 1999～2003年：Gartner Dataquest （June
19, 2003, Far Eastern Economic Review ／『21世紀経済報道』2004年5月26日より引用） ．
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 地場 PC 企業の発展の要因としては、次の三点を挙げることができる。第

一に、中国は政府機関や大学で長期にわたってコンピュータ技術の研究を行

ってきており、PC という新しい産業に対して迅速に技術を習得しうる人材が

蓄積されていた。第二に、中国 PC 市場の主流を占めるデスクトップ PC の場

合、その高度なオープン・モジュール性ゆえに、製造への新規参入には大き

な困難を伴わなかった。PC 参入前にマザーボード部門を有していた聯想を例

外として、中国の PC メーカーは基本的に部品・デバイスの生産部門を持た

ず、組立に徹している24。 

 第三に、当初圧倒的に優位にあった外資ブランドに対抗する上で重要な意

味を持ったのは、国内市場でのマーケティングへの適応に成功したことであ

る。研究機関のベンチャー企業として出発した聯想や方正はいずれも当初販

売ノウハウを一切持たなかったが、外資の PC 及び関連製品の代理店業務を

通じて経験を蓄積した。さらに聯想の例では、PC に不慣れな中国のユーザー

への売り込みのため、系列店ネットワークを整備して顧客サービスを強化し

た。これによって外資が軽視していた地方中小都市への浸透が可能になった。 

 だが 1990 年代以来のめざましい成長にもかかわらず、中国国内 PC 市場で

の地場企業の地位は必ずしも盤石とはいえない。まず大都市では PC の普及

が急速に進み、量的な拡大は明らかに鈍化してきた25。にもかかわらず家電

など非 PC 系企業やベンチャー企業の新規参入は後を絶たないため、収益性

は著しく低下している。 

量的拡大の鈍化と平行して起きている需要面の変化は、デスクトップ PC

からノート PC へのシフトである26。だが地場企業はノート PC の開発・製造

                                                        
24 聯想は 2003 年にマザーボード事業を売却した。この分野での台湾メーカーの

圧倒的な競争力に対抗しえなかったためとみられる。 
25 北京市では 2003 年時点の PC の世帯普及率は 68％に達している（『中国統計年

鑑 2004』）。 
26 IDC によればノート PC の比重（台数比）は 2003 年時点では 13％強だったが、

2006 年までには 20％に達すると予想されている（日系 PC メーカーへのインタビ

ュー、2004 年 9 月）。 
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能力が不足しており、大部分を台湾企業からの ODM に依存しているとみら

れる。自ら開発・製造能力を有しながら低コスト化のため ODM 取引を行う

日系・米系企業とは異なり、中国地場企業は台湾企業と円滑な取引を行うた

めの技術的知識が不足している。このため差別化度の高いハイエンド製品の

ODM 発注には困難が伴う27。結果としてノート PC 市場では、デスクトップ

PC と比較して外資製品の浸透度が高く、聯想を除く地場ブランドのシェアは

依然として低い（図 5）。 

 

図5  ノートPC市場の主要企業シェア（CCID調べ）

出所）『JECCコンピューターノート2004』より引用。

2003年第1-3四半期（30.3万台）
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9.6％ Dell

13.0％
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13.3％

東芝
13.9％

聯想

15.1％

 
 

                                                        
27 中国地場企業と台湾企業の ODM 取引の評価は、地場・台湾企業へのインタビ

ューに基づく（2004 年 8～9 月実施）。 
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 PC 市場全体でみても、2002 年以降主要地場メーカーのシェアは低下傾向

にある。これは主としてデル（Dell）の攻勢本格化によるところが大きい。

いわゆるサプライ・チェーン・マネジメント（SCM）の効率性ではデルと地

場メーカーには大きな格差があるとされる28。 

（2） 携帯端末 

 携帯端末産業の場合も、当初の外資による市場支配から地場の参入と市場

シェア拡大という流れは、PC 産業の場合と共通する。だが携帯端末では地場

の勃興は、PC 産業よりさらに劇的な形で実現した29。 

 携帯電話の普及が開始した 1990 年代、中国の携帯端末市場はモトローラと

ノキアの二大巨頭に代表される外資企業に支配されていた。携帯電話普及の

加速を予想した中国政府は 1999 年に、端末の生産・販売を許可制とし、地場

企業に優先的にライセンスを与える政策をとった。これを契機として通信や

家電などの業種から地場国有企業・民間企業の参入が一気に活発化した。1999

年時点で 5％前後にすぎなかった地場ブランドの国内市場シェアは、2003 年

には 50％を越えた。 

設計に高度の技術力を必要とし、製造上の難度も PC と比べて高い携帯端

末産業に、技術的蓄積に乏しい地場企業が迅速に参入して市場シェアを拡大

することができた要因として、次の二点が挙げられる30。第一に、地場企業

は ODM 取引による製品調達や設計の外部委託、プラットフォーム（チップ

セットとソフトウェアで構成される中核機能のモジュール）の購入などによ

って、開発・製造を外部化した形で参入した。ことに初期段階では多くの企

業が、韓国の中堅携帯端末メーカーや台湾 ODM メーカーを主要な調達先と

                                                        
28 2004 年下半期時点では、PC の手持ち在庫はデル中国部門の 4 日分に対して、

聯想は約 23 日分だった（The Wall Street Journal 報道：『ITmedia ニュース』2004
年 12 月 7 日転載）。 
29 中国では従来携帯端末の販売は、通信事業者が介在せず各メーカーが直接流通

業者に販売する形式をとっている。ただし今後は通信事業者経由の端末販売への

シフトが進む可能性がある。 
30 地場・日系端末メーカーへのインタビュー（2004 年 8～9 月）及び各種資料に

基づく。 
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する ODM 取引に依存して参入を実現している。だが ODM 取引はコストと

市場即応性、中国側の取引管理能力などの面で問題が表面化し、その後有力

企業を中心に製造の内部化、外観設計や基盤設計など比較的難易度の低い部

分の自主開発化に注力する動きが生まれ、現在では自社製と ODM が並立す

る状況にある31。携帯端末産業の世界的な拡大を背景として、ODM や設計受

託、モジュール部品の販売など、開発・製造工程の一部を提供するサービス

の市場が成長してきたことが地場企業の参入を容易化する方向に働いた。 

地場企業の成長の第二の要因は、PC 産業の場合と同様、国内市場に適合し

たマーケティングに成功したことである。地場ブランド首位の波導の例では、

外資と異なって全国規模の大手代理店を経由せず、子会社の地域別販社を設

立して市レベル以下の中小代理店に直接売り込む形式を採用すると共に、数

千人に上る販売員を雇用して小売店に派遣し、歩合制で販売促進にあたらせ

た32。PC の場合と同様にこうした販売戦略を通じて外資が重視していなかっ

た地方中小都市や農村の市場開拓に成功したことが、ローエンド市場を中心

とするシェア伸長の最大の要因となった。 

 だが地場企業の急成長には、2004 年以降明らかな変調の兆しが現れている。

ノキアに代表される有力外資企業は、地場企業の成功から学習して大手代理

店を迂回し、地方中小代理店に直接アクセスする方法を採用するなど、国内

市場に適応姿勢を強めている。また、大都市市場では端末の高機能化が進み、

開発・設計に要求される技術水準が上昇する傾向にある。これは技術的に劣

位にある地場企業には、明らかに不利に働く。2003 年にピークに達した地場

企業のシェアは、同年後半から反転して低下に向かっている。 

                                                        
31 ODM への依存度はメーカーごとの差が大きく、一般に技術力の低い企業ほど

ODM 比率が高い傾向がある。なお報道によれば 2003 年時点で国産ブランド端末

のうち五分の三が韓国・台湾の ODM メーカーからの供給品であるとされる（『21
世紀経済報道』2005 年 2 月 21 日）。 
32 外資企業の典型的な販売方式は、全国規模の大手代理店一社ないし複数社に販

売を委託するという形をとる。波導がこうした形を採用しなかったのは、当初は

大手代理店側が取引先として地場ブランドを重視しなかったという事情による

ところも大きい。 
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以上みてきたように、PC 産業と携帯端末産業のいずれの場合も、中国地場

企業は比較的短期間のうちに国内市場で外資へのキャッチアップに成功した。

地場企業の参入を容易にしたのは、デスクトップ PC の場合はオープン・モ

ジュール型の製品アーキテクチュア、ノート PC や携帯端末の場合は ODM

取引や設計委託、プラットフォームの購入などによって設計・開発プロセス

を外部化できたことである。だが外資に対する優位の源泉は、もっぱら国内

市場でのマーケティングへの適応能力である。最近の地場 PC・携帯端末メー

カーのシェア後退は、こうした優位性が必ずしも安定的でなく、外資によっ

て突き崩されうることを如実に示している。 

 このような状況で一部有力企業は、国内市場での成功で得た収益基盤を梃

子に、先進国企業の不採算事業部門買収により一気に技術的優位性を獲得す

るという大胆な戦略を実践に移し始めている。2004 年には TCL がフランス

のアルカテル（Alcatel）と携帯端末事業合弁会社を設立し、過半出資により

経営支配権を獲得した。さらに同年末には聯想が IBM と PC 事業部門買収で

合意に達して世界の注目を集めた。 

 

第 3 節 企業成長と分業再編の論理－試論的解釈 

 

前節では主として地場企業に焦点を当てて、各国・地域の情報機器産業の

発展パターンを概観した。ここでは国際分業の再編という文脈から、地場企

業の発展を説明する枠組みを試論的に組み立ててみることにしよう。 

第 1 節で指摘したように、電子産業の最終製品は一般にオープン・モジュ

ール型アーキテクチュアとしての性格が強い。ことにデスクトップ PC は、

およそあらゆる工業製品のなかで最も典型的なオープン・モジュール型製品

である。携帯端末のように本来統合型アーキテクチュアの性格が強い製品で

も、近年はモジュール化が進展する傾向がある。 

オープン・モジュール型アーキテクチュアの電子製品・情報機器製品は、

生産への参入が相対的に容易であり、また工程の分割（fragmentation）によ
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る最適立地を実現しやすいという性格を具えている。このことは東アジア工

業化地域で低コスト労働力の強みを活かした電子産業・情報機器産業が発展

を遂げる上で、大きな意味を持った。だが重要であるのは、このような条件

が直ちに地場企業の成長を保証するわけではないという事実である。外資の

進出が本格的な発展の契機となったという点で、台湾・韓国とシンガポール・

マレーシアの電子産業・情報機器産業は出発点を共有している。しかしその

後台湾・韓国では地場企業がしだいに自己の技術基盤を形成し、国際分業の

主要プレーヤーに発展を遂げたのに対し、シンガポール・マレーシアでは地

場企業のプレゼンスは一貫して低水準に止まっている。中国の場合、地場企

業の存在感は国際分業のなかではまだ薄いものの、国内市場では外資に拮抗

する存在に育ってきた。つまり参入の容易さそのものが、地場企業の成長に

直結するわけではない。 

特定の国・地域の地場企業の発展は、複合的な要因によって左右されると

考えられる。韓国の携帯端末産業の例にみられるように、政府の産業政策も

大きな影響を持つ可能性がある。だがここでは、産業発展の担い手としての

企業そのものに関わる要因に焦点を絞って検討することにする。 

人的資源 

地場企業が未経験の産業に参入するためには、技術の学習能力を高めるよ

うな教育を受けた人的資源の存在が重要である。1960 年代半ばから 1990 年

までの韓国とマレーシアの一人当たり GNP と高等教育入学者数（1 万人当た

り）の推移を、図 6 に示した。1970 年代半ばまで韓国の一人当たり GDP は

マレーシアを下回っていたが、高等教育入学者比率は一貫してマレーシアを

大きく越える水準にあった。1970 年代後半に両国の所得水準が逆転して以降、

高等教育入学者数比率の格差は一層拡大している33。 

                                                        
33 韓国の技術系高等教育入学者数の人口比は、1985 年時点ですでに世界 1 位の

水準（1 万人当たり 78 人）に達している（UNIDO, Industrial Development Report 
2002/2003）。 
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図6  韓国・マレーシアの高等教育入学者数

注）1) 1965年はGDP。2) 高等教育は大学及び専門学校等。
出所）①一人当たりGNP（1965年・1970年）: World Bank, World Tables , various years.
          ②一人当たりGNP（1975年以降）: 世界銀行編（鳥居泰彦監訳）『世界経済統計1973-1993』
　　　　　東洋書林､1996年．
　　　　③1万人当たり高等教育入学者数：UNESCO, Statistical Yearbook , various years.

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

1965 1970 1975 1980 1985 1990

US㌦

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500
人／1万人

韓国

マレーシア

韓国

マレーシア

一人当たりGNP1)

1万人当たり

高等教育入学者数2)

 
 

産業発展の初期段階での両国の教育水準の差異は、地場企業の発展の格差

の重要な要因である可能性がある。だが 1970 年代後半以降の趨勢が示すよう

に、経済と産業の発展によって高等教育への需要が増大し、教育水準が向上

するという逆の因果関係が明らかに存在する。人的資源の賦存水準を地場企

業の発展の決定的要因とみなすことには、問題があるだろう。 

企業家 

たとえ新技術への適応能力の高い人的資源が豊富に存在したとしても、そ

れが地場企業の発展に結びつくためには、利潤機会を発見して人々を組織す

る能力を有する企業家の存在が不可欠である。ことに産業発展の初期段階で

は、傑出した能力を有する特殊な人材としての企業家個人が果たす役割は大

きい。 

日本・台湾・韓国・中国の工業化プロセスには、特定の産業に新規参入企
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業が殺到して収益性が著しく低下する、いわゆる「過当競争」的現象が共通

して観察される。収益性が他の産業を下回る水準にまで低下しても、将来的

に市場の成長が期待されるかぎり、不断の新規参入が続く。企業家という人

的資源を一種の生産要素とみなせば、「過当競争」は利潤機会に対する企業家

資源の供給弾力性が著しく高いことを意味する。活発な企業家活動による一

見過剰にもみえる競争こそが、能力形成への原動力を生み出す。企業家資源

の豊富な供給は、電子産業・情報機器産業という新しい産業で東アジア地場

企業が成長を遂げた重要な要因であると考えられる。 

企業組織 

後発国の地場企業が新たな産業に参入する場合、当初は低賃金労働力が優

位性の主要な源泉となる。だが参入が容易であれば、収益には絶えず下降圧

力がかかる。このため後発国企業は先進国企業との分業・競争を通じて蓄積

した技術・経験を利用し、従来は比較優位性を持たなかった高付加価値分野

への参入を図る。 

キャッチアップの過程で重要な意味を持つと考えられるのは、人的資源の

結合体としての企業組織のありかたである。企業の組織能力とは、本質的に

は多様な人的資源が比較的安定した形の協業を構成することで生み出される

力にほかならない。個別の企業の組織としての安定性が比較的高く、また取

引の内部化の度合いが高いのであれば、組織能力は主として企業内組織に形

成されるだろう。一方個別の企業の組織は比較的流動的であり、取引の外部

化の度合いが高い場合には、個別の企業よりも、むしろ多数の企業が構成す

るネットワークが全体として形成する組織能力が価値を生むだろう。概念的

な類型として、前者を企業内組織主体型、企業間ネットワーク主体型と呼ぶ

ことにしよう（図 7）。 
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図 7 組織能力の二類型 
 

C1    C2   C3 

C4   C5   C6 

Cx 
C7    C8   C9 

C10   C11  C12 

Cy 

（1） 企業内組織主体型 

各個人が比較的安定的に結びついて企業を構成。 

主として企業内部に固有の「組織能力」が形成される 

C1     

C2    C3 

C4    

C5    C6 

Cz 

C4    

C5    C6 

C4    

C5    C6 

（2） 企業間ネットワーク主体型 

個別の企業の組織は比較的流動的。企業が構成するネット

ワークに固有の「組織能力」が形成される 

注）Cx～Cz：他と識別される組織能力。 

  C1～C12：企業を構成する個人。 

出所）筆者作成。 
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もちろん現実の各国・地域の企業組織は両者の合成であるが、それぞれの

類型のウェイトによってその国・地域の企業組織のありかたが特徴づけられ

る。企業組織のありかたによって、組織能力の性格も異なってくる。組織能

力の差異は、その国・地域の国際分業上の位置づけを大きく左右するだろう。 

前節で検討したように、台湾と韓国の情報機器産業が 1980 年代以降異なっ

た成長を遂げた背景には、企業組織のありかたが異なっていたことが大きく

作用していた。高度の分業を伴う台湾の企業間ネットワークは、PC 産業では

突出した強みを発揮した。韓国の携帯端末産業の成功は、集中的な研究開発

を可能にする統合的な企業組織なしにはありえなかっただろう。1990 年代後

半時点の韓国企業の研究開発投入の対 GDP 比は、後発工業国のなかでは突

出して高く、先進国と比較しても高水準にある（表 5）。 

 

表5  企業による研究開発投入の対GNP比

（％）

1985 1998
日本 1.72 2.08
アメリカ 0.90 1.74
韓国 0.48 2.10
台湾 0.60 0.99
シンガポール 0.20 0.69
マレーシア 0.01 0.17
中国 0.01 0.08

出所）UNDP, Industrial Development Report  2002/2003 , p.169. 

 

一方中国企業の場合は、現段階では企業家個人の着想力・指導力への依存

度が高く、企業組織のありかたは安定していない34。このことは中国企業が

                                                        
34 ある台湾大手 ODM 企業の幹部は、次のような感想を述べている。「中国企業

の一般エンジニアの離職率は年間 30％くらいに達する。いくら IT 業界とはいえ、

これでは経験の蓄積が進まない」（インタビュー、2004 年 9 月 4 日）。 
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高度化のための組織能力を形成していく上で、克服しなければならない課題

となるだろう。 

 不足する能力を事業買収などの方法で（例えば先進国企業から）「買ってく

る」ことは可能である。聯想による IBM の PC 事業買収、TCL のアルカテル

携帯端末事業の実質的買収はその例である。韓国電子メーカーは、高度化の

過程で先進国企業の買収を積極的に行っている（安倍 2002：57-60）。だが買

収が事業の高度化に結びつくためには、買収した経営資源を自社の経営資源

と融合させるための組織能力が買収企業の側に備わっていなければならない

（Penrose［1959］）。 

以上では地場企業の成長を説明する重要な要素として、人的資源・企業家・

企業組織の三点を指摘した。それぞれの国・地域の地場企業の成長プロセス

を理解するためには、これらの要素の背後にある経済構造・社会構造を解明

していかなければならない。 

地場企業の主導型の産業発展の意義について、触れておく必要があるだろ

う。市場メカニズムに基づく地場企業の発展は、それぞれの国・地域の経済

に新たな成長機会をもたらす。地場企業が高度化を遂げて国際分業への参加

度を深めることで、分業の再編と先進国企業の一層の高度化が促される35。 

 

本書の構成 

 

 本章では産業アーキテクチュア論からみた電子産業・情報機器産業をふま

えて、東アジアの情報機器産業の発展と、各国・地域別の発展パターンを概

観した。その上で発展パターンを決定する要因として人的資源・企業家・企

業組織の三点に着目し、ことに企業組織のありかたが産業の発展の具体的な

方向に大きく影響するという可能性を示唆した。 

次章以下の構成は、次の通りである。第 1 章では台湾の情報機器産業を特

                                                        
35 異なるタイプの組織能力を持つ国・地域の企業間で分業が行われることで生み

出される利益を、青木昌彦は「多様性の利益」と呼んでいる（青木［1995］）。 
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徴づける PC の ODM 取引に焦点を当て、台湾企業の優位性の所在を分析す

る。第 2 章ではブランドビジネスがめざましい成果を挙げている韓国の携帯

端末産業を採り上げ、その成長プロセスと企業組織の特徴を検討する。第 3

章では、外資主導型のシンガポール・マレーシアの電子産業・情報機器産業

の特徴を整理したうえで、地場企業の未発達の要因を検討する。第 4 章では

近年ドラスティックな成長を実現しつつある中国の地場携帯端末産業を題材

として、企業の活動領域の拡大に注目して地場企業の成長プロセスを分析す

る。 
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